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研究要旨 

帰還に向けた放射線リスク・コミュニケーションに関する施策パッケージなどこ

れまでの国の取り組みを題材とし、ここまでのリスク・コミュニケーションの取り

組みでの課題を論点整理した。 

これまでの国の取り組みは、正確な情報を広く行き渡らせることを主眼としてい

る。双方向のコミュニケーションも重視されるようになってきたが、リスク・コミ

ュニケーションを、放射線に対する健康不安を解消するための取り組みと位置づけ

ていることが、コミュニケーションの障害になっている。 

帰還に向けた放射線リスク・コミュニケーションに関する施策パッケージでの

「基本的考え方」の大きな特徴は、リスク・コミュニケーションの担い手として、

相談員を前面に打ち出していることである。放射線以外の問題も含めて総合的に対

応するために、専門家よりも身近な、これらの人々が住民の声に耳を傾けることは

重要であり、地域保健医療福祉に係る専門職は相談員の有力な候補と目されている。

しかし、保健師等を相談員とすることには問題が多く、通常の地域保健活動の中で

住民の聞き役に回り、必要に応じて住民と専門家・市町村関係者との橋渡しをする

形にしたほうが現実的である。実際、住民サイドの相談員を別途設けるやり方で実

績をあげている例があり、地域の実情に応じて最適な形を模索することが重要であ

る。 
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Ａ. 研究目的 

	
 一般公衆の被ばくを伴う大規模事故の後

は、被ばく状況の変化に応じて防護対策を柔

軟かつ適正に展開することが重要である。そ

のためには、社会一般に対して、放射線リス

クおよび防護指針に関する情報が正しく伝

わる必要がある。しかし過去の原子力事故で

は、専門家と当局、一般公衆の間のコミュニ

ケーションが不調なために社会が混乱する

事態が見受けられ、福島第一原子力発電所事

故においてもそのことが繰り返されている1。 

このような問題認識の下、リスク・コミュニ

ケーションの重要性がクローズアップされ、

環境省が「放射線による健康影響等に関する

統一的な基礎資料2」を整備した他、原子力

規制委員会も「帰還に向けた安全・安心対策

に関する基本的考え方3」の中で対策の必要

性を指摘している。さらに、復興庁・環境省

が中心となってまとめた「帰還に向けた放射

線リスクコミュニケーションに関する施策

パッケージ4」では、市町村等での取り組み

事例を参考にしつつ、今後のリスク・コミュ

ニケーションの具体的な展開について指針

を示している。 

いずれも正確な情報を広く行き渡らせるこ

とを主眼としているが、政府の立場でまとめ

られているため、ボトムアップ的な視点は必

ずしも反映されていない。そこで、現場での

経験、とくに説明・相談に携わる立場からの

経験を踏まえて、これらの資料に内在する問

題点を抽出するとともに、地域保健活動の観

点から、より望ましいリスク・コミュニケー

ションのあり方について考察する。 

 

Ｂ. 研究方法 

	
 帰還に向けた放射線リスク・コミュニケー

ションに関する施策パッケージなどこれま

での国の取り組みを題材とし、ここまでのリ

スク・コミュニケーションの取り組みでの課

題を論点整理した。 

 

（倫理面での配慮）	
 

該当しない 

 

 

Ｃ. 研究結果・考察 

C-1. リスク・コミュニケーションへの政府の

主な取り組み 

(1) 放射線による健康影響等に関する

統一的な基礎資料 

環境省は平成 25年 8月に、「放射線による

健康影響等に関する統一的な基礎資料 2」（以

下、「統一的基礎資料」と略す）をWeb上で

公開した。国等から発信される情報が膨大か

つ複雑であり、誤解や国への不信感にも繋が

っている状況に対処するという目的で、関連

情報を網羅的に収集・整理したものである。

放射線の性質や健康影響に関する科学的知

見、福島第一原子力発電所事故による汚染や

線量の情報、事故後にとられた措置等、多岐

にわたる内容について、説明スライドと

Q&A集が提供されている。 

(2) 帰還に向けた安全・安心対策に関

する基本的考え方（線量水準に応じた防

護措置の具体化のために） 

原子力規制委員会は、平成 25年 11月に「帰

還に向けた安全・安心対策に関する基本的考

え方（線量水準に応じた防護措置の具体化の

ために）3」（以下、「基本的考え方」と略す）

を発表し、避難している住民等の種々の不安

に応える取り組みの必要性を提起した。その

中でリスク・コミュニケーション対策の重要

性を指摘し、帰還の選択をする住民を身近で
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支える相談員を中心に、実効的な活動を展開

することを提案している。 

(3) 帰還に向けた放射線リスクコミュ

ニケーションに関する施策パッケージ、

放射線リスクに関する基礎的情報 

原子力規制委員会の「基本的考え方」を受

けて、復興庁と環境省を中心に関係省庁が連

携し、「帰還に向けた放射線リスクコミュニ

ケーションに関する施策パッケージ 4」（以

下、「施策パッケージ」と略す）を平成 26

年 2 月に発表した。市町村の現場における

具体的な取り組み事例をベースに、当面取り

組むべき施策と担当する府省庁をまとめた

もので、国が支援するリスク・コミュニケー

ションの方向性を示したものになっている。

また、正確で分かりやすい情報発信を支援す

る一環として、放射線に関する情報をコンパ

クトにまとめた「放射線リスクに対する基礎

的情報 5」を併せて提供している。 

 

C-2. 政府の取り組みに内在する問題点 

(1) 説明資料のユーザビリティ 

放射線の健康影響および防護は学際的な

分野であり、非専門家が独自に情報を収集し

理解することは容易ではない。福島第一原子

力発電所事故に関する情報も、縦割り行政の

中で各省庁が個別に発表しているため、全貌

を把握するのは困難である。そのような中で、

「統一的基礎資料」が広範な情報を同一のフ

ォーマットで整理したことは意義深い。 

一方で、あらゆる事柄を網羅しようとした

結果、個々のスライドに盛り込まれている情

報が多く、現場で必要とされる、焦点を絞っ

た説明には必ずしも向いていない。また、提

供されているスライドの量も膨大であり、か

えって全体像の把握を困難にしている。「放

射線リスクに対する基礎的情報」が別途用意

されたのは、その点を考慮してのことであろ

う。 

「統一的基礎資料」は、これを基に研修用

教材やQ&A集等を作成することが意図され

ており、また、「放射線リスクに対する基礎

的情報」も資料のベースとなる材料と位置づ

けられている。しかし、いずれも PDF 形式

で配布され、いわゆる素材集の形をとってい

ないため二次加工は難しく、使い勝手はよく

ない。このように、研修用教材のための基礎

資料という用途には適さない面があり、結果

として誰のための何の資料なのかが不明瞭

になっている。 

(2) リスク・コミュニケーションの位

置づけ 

福島第一原子力発電所の事故後、被災者は

複雑な状況に置かれており、とくに避難をし

た住民は、生活が一変し様々な面で困難を抱

えている。そのような現状を踏まえて、「基

本的考え方」が放射線被ばくだけに特化する

ことなく、被災者が抱える問題を総合的にと

らえ、しかも個別性を重視している点は重要

である。「施策パッケージ」において、双方

向のコミュニケーションをきめ細かく実施

する方針が掲げられていることも、現場の声

に即した対応と考えられる。 

「基本的考え方」の中で、リスク・コミュ

ニケーションは、放射線に対する健康不安を

解消するための取り組みと位置づけられて

いる。その根底にあるのは、放射線の健康リ

スクに関する正確な情報が行き渡っておら

ず、過度の不安を抱えた住民が少なからず存

在するという現状認識である。しかし、たと

え情報が正確に伝わったとしても、五感でと

らえることのできない放射線に対して不安

を抱くのは当然のことであり、不安の根絶を

目標とするのは現実的ではない。 

また、過度の不安を解消しようとする立場

からは、リスクがそれほど大きくないことを
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強調するトーンになりがちであり、「統一的

基礎資料」や「放射線リスクに対する基礎的

情報」にもその傾向が見受けられる。しかし、

被災住民、とくに避難を余儀なくされた住民

にとって、国は言わば加害者であり、事実関

係や理由の如何に拘わらず、国がリスクの小

ささや対策の有効性を示すことは反発を招

く結果となる。 

(3) 相談員の置かれた状況 

「基本的考え方」の大きな特徴は、リス

ク・コミュニケーションの担い手として、相

談員を前面に打ち出していることである。

「施策パッケージ」によれば、自治会の代表

者や地元自治体の職員、地元自治体の職員で

あった者、社会教育指導員、各市町村で活動

する保健医療福祉関係者等が、相談員として

想定されている。放射線以外の問題も含めて

総合的に対応するために、専門家よりも身近

な、これらの人々が住民の声に耳を傾けるこ

とは重要である。 

相談員は住民の不安や要望にワンストッ

プで応えられる存在と位置づけられており、

支援を受ける住民と支援する側とのインタ

ーフェースとして機能することが期待され

ている。相談員の活動を組織的かつ継続的に

支援する拠点を整備することが謳われては

いるが、住民と相対する場面ではあらゆる要

望・不安・批判を一手に引き受けることにな

るため、その負担は大きい。 

重要なポイントとして、相談員が地域に密

着した存在であればあるほど、相談員もまた

被災者であるケースが多いことが考えられ

る。その場合、相談員自身が困難やわだかま

りを抱えている可能性があり、一方的に支援

する側としての役割を要求することには問

題がある。また、被災者であれば、直接間接

に国や自治体の代弁者となることに抵抗を

感じる人は少なくないはずである。 

 

C-3. 地域保健活動におけるリスク・コミュニ

ケーションのあり方 

現状において、政府が思い描くリスク・コ

ミュニケーションの枠組みは、図 3-1のよう

にまとめることができる。つまり、「統一的

基礎資料」等を利用して相談員を養成し、相

談員がコミュニケーターとなって、住民の不

安や要望に応える。専門家は相談員の研修や

支援を行い、市町村は専門家と連携して技術

やリソースを提供するという構図である。 

上述のとおり、この枠組みにはいくつかの

問題が考えられる。説明資料に関しては、「統

一的基礎資料」等とは異なるタイプの、現場

で利用しやすいツールの開発が望まれる。こ

の問題については本報告書の別の箇所で扱

うこととし、ここでは地域保健活動における

リスク・コミュニケーションのあり方につい

て考察を加える。 

地域保健活動はリスク・コミュニケーショ

ンを実践する重要な機会であり、地域保健医

療福祉に係る専門職は相談員の有力な候補

と目されている。しかし、例えば保健師を図

3-1の相談員として位置づけた場合、時間的

にも精神的にも負担が大きくなりすぎるこ

とが懸念される。 

避難対象地域となった自治体では、住民の

居所が分散した上に、避難生活によって健康

問題を抱えた老人等が増えている。その結果、

保健師の業務量は増大しており、放射線に関

して系統的な研修を受け、内容を反芻する時

間的余裕はない。住民が疑心暗鬼になってい

る状態では放射線について語ること自体が

はばかられ、さらには保健師自身が家族の被

ばくについて不安を感じている場合もある。 

地域によって事情は異なるが、少なくとも

このような状況では、保健師等を相談員とす

ることには問題が多い。むしろ図 3-2に示す
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ように、通常の地域保健活動の中で住民の聞

き役に回り、必要に応じて住民と専門家・市

町村関係者との橋渡しをする形にしたほう

が現実的である。あるいは保健師等も専門家

の一つと位置づけ、より住民サイドの相談員

を別途設けるやり方もある。いずれにせよ、

相談員に負担が集中することのないよう、地

域の事情と利用可能なリソースを考慮して、

長期的に持続可能な形態を模索することが

重要である。 

図 3-2のような形が機能すれば、専門家も

含めた支援する側と住民とが、顔が見える関

係でつながれることになる。初期の段階では

住民は支援を受ける側としての立場が強い

としても、復興のステージが進むにつれて、

様々な問題により主体的に関わることにな

る。その段階では支援という枠を超えて、住

民と市町村、専門家等が対等に協力しながら、

コミュニティ全体として問題に対処する、リ

スク・ガバナンスの構図になることが望まれ

る。 

 

Ｄ.結論 

帰還に向けた放射線リスク・コミュニケ

ーションに関する施策パッケージなどこれ

までの国の取り組みを題材とし、ここまでの

リスク・コミュニケーションの取り組みでの

課題を論点整理した。 

これまでの国の取り組みは、正確な情報

を広く行き渡らせることを主眼としている。

ボトムアップ的な視点もとりいれて、双方向

のコミュニケーションが重視されるように

なってきたが、リスク・コミュニケーション

を、放射線に対する健康不安を解消するため

の取り組みと位置づけられ続けていること

が、コミュニケーションの障害になっている。 

帰還に向けた放射線リスク・コミュニケ

ーションに関する施策パッケージでの「基本

的考え方」の大きな特徴は、リスク・コミュ

ニケーションの担い手として、相談員を前面

に打ち出していることである。放射線以外の

問題も含めて総合的に対応するために、専門

家よりも身近な、これらの人々が住民の声に

耳を傾けることは重要であり、地域保健医療

福祉に係る専門職は相談員の有力な候補と

目されている。しかし、保健師等を相談員と

することには問題が多く、通常の地域保健活

動の中で住民の聞き役に回り、必要に応じて

住民と専門家・市町村関係者との橋渡しをす

る形にしたほうが現実的である。実際、住民

サイドの相談員を別途設けるやり方で実績

をあげている例があり、地域の実情に応じて

最適な形を模索することが重要である。 
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図 3-1 政府が考えるリスク・コミュニケーションの構図 

 

 

 

図 3-2 相談員の負荷を軽減したリスク・コミュニケーションの構図 


